
愛媛県妊産婦等生活援助事業所運営業務委託に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

愛媛県では、身近に頼れる人がいないなど家庭生活に支障を生じ、困難を抱える妊産婦

と出産後の母子等に対する支援の強化を図るため、出産や今後の生活について落ち着いて

考えることのできる居場所の提供等を通して産前産後にわたって切れ目のない支援を行う

「妊産婦等生活援助事業所」の運営を開始することとしております。 

 この要領は、愛媛県妊産婦等生活援助事業所運営業務を委託するにあたり、企画提案を

広く募集し、総合的な審査により受託者を選定するために必要な事項を定めるものです。 

 なお、本公募は､令和６年度当初予算成立後､速やかに事業を開始出来るよう､予算成立前

に募集の手続きを行うものです｡予算の執行は､令和６年度当初予算の成立が前提であり､

今後､募集を中止することや内容を変更することがありますので､予めご了承ください｡ 

  

１ 業務の概要 

（１）業務名 

    愛媛県妊産婦等生活援助事業所運営業務 

（２）業務目的及び概要 

    身近に頼れる人がいないなど家庭生活に支障を生じ、困難を抱える妊産婦に対し、

出産や今後の生活について 落ち着いて考えることのできる居場所を提供するとと

もに、食事等の日常生活を支援しながら、出産前後の心理的ケアや保健指導、出産

後の生活・養育方針の相談支援等を行い、支援対象者の意向を踏まえて必要な期間・

支援へとつなぐことにより、重篤な児童虐待事案の予防を図る。 

    本業務は、児童福祉法第６条の３第 18項に規定する「妊産婦等生活援助事業」と

して支援を行うものである。 

    ※詳細は別紙「業務委託仕様書」のとおり 

（３）契約期間 

    令和６年４月１日から令和７年３月 31日まで 

（４）委託料上限額 

    ３１,８５６千円（消費税及び地方消費税を含む） 

    ただし、上限額には宿直手当相当額１,６０６千円を含む。 

 

２ 参加者の資格に関する要件 

  本企画提案に参加できる者は、以下の要件を全て満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４（一般競争入札参加者の

資格）の規定に該当しないこと。 

（２）企画提案書の受付期間中において、愛媛県知事が行う入札参加資格停止措置を受け

ていないこと。 

（３）愛媛県内に事業所（支店、支社、営業所等）を有する者であること。 

（４）企画提案書の受付期間中において、会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく

更生手続き開始の申し立て、民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく民事再生

手続き開始の申し立て及び破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続き開始

申し立てがなされていないこと。 

（５）企画提案書の提出期限の日前６月間において、振り出した手形又は小切手が不渡り

となり、銀行当座取引を停止されていないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第

２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。 



（７）消費税及び地方消費税並びに本県県税の滞納がないこと。 

（８）母子生活支援施設や乳児院、医療機関を運営する者のほか、本業務を適切に実施す

ることができる者であること。 

 

３ スケジュール（予定） 

（１）実施要領の公表 令和６年２月 16日（金） 

（２）質問受付期限 令和６年２月 20日（火）17時 15分まで 

（３）質問回答 令和６年２月 26日（月） 

（４）参加申込書受付期限 令和６年２月 29日（木）17時 15分まで 

（５）企画提案書提出期限 令和６年３月 19日（火）17時 15分まで 

（６）選考委員会 

（プレゼンテーション審査） 
令和６年３月 26日（火） 

（７）審査結果通知 令和６年３月 29日（金） 

（８）契約手続き 令和６年４月 １日（月） 

 

４ 申請手続等 

  企画提案の応募を希望する者は、次により必要書類を提出してください。参加の可否

については、申込者にメールで通知します。 

（１）提出期限 

令和６年２月 29日（木) 17時 15分（必着） 

（２）提出書類 

  ア 参加申込書（様式１） 

  イ 参加申込事業者の概要（様式２） 

  ウ 誓約書（様式３） 

（３）提出方法 

文末記載の宛先にメール又はＦＡＸにより送付し、送付後、到達確認のため、提出

先あて電話連絡してください。 

※参加申込書提出後に参加辞退する場合は、辞退届（様式任意）を提出してくださ 

い。 

 

５ 質問及び回答 

本業務に関する質問等がある場合は、次により質問書（様式４）を提出してください。 

（１）提出期限 

令和６年２月 20日（火) 17時 15分（必着） 

（２）提出方法 

文末記載の宛先にメール又はＦＡＸにより送付し、送付後、到達確認のため、提出

先あて電話連絡してください。 

（３）回答方法 

質問に対する回答は質問内容とともに愛媛県ホームページにて公開します。 

ただし、質問及び回答の内容が、質問者の提案の具体的な内容にかかわるものは、 

質問者に対してのみ回答を行います。 

 

６ 企画提案書の提出手続き 

プロポーザル参加者は、次により企画提案書を提出してください。 

（１）企画提案書の構成等 

ア 企画提案書の提出書（様式５） 



イ 企画提案書プレゼンテーション資料（任意様式） 

（詳細は「８ プレゼンテーション審査について」を参照） 

   ウ 企画提案書別紙（様式６） 

    「イ 企画提案書プレゼンテーション資料」に添えて提出してください。 

エ 参考見積書（様式７） 

（２）提出部数 

・紙媒体  ６部（正本１部、副本５部） 

・電子媒体 １部 

（３）提出期限 

令和６年３月 19 日（火）17時 15分（必着） 

（４）提出方法・提出先 

持参（土・日、祝日を除く。）または郵送（書留）により文末記載の担当窓口へ提出

してください。 

電子媒体については文末記載の宛先にメールにて提出してください。 

（５）提案辞退 

企画提案書の提出後に提案を辞退する場合は、３月 22日（金）17時 15分までに辞

退届（任意様式）を持参又は郵送により提出してください。 

 

７ 企画提案書の作成・提出に当たっての注意事項 

（１）本募集要領に示した参加申込資格を満たさない者、提出期限内に提出しなかった者

及び提出資料に虚偽の記載をした者の提出した企画提案書は、無効とします。 

また、必要書類の提出がない場合は、参加申込資格がないものとみなします。 

（２）企画提案書は１者１提案のみとします。 

（３）見積額は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかに

関わらず、積算金額に当該金額の 100分の 10に相当する額を加算した額としてくださ

い。 

なお、上記１（４）の委託料上限額を超えた見積金額を提出した場合は、審査の対

象としません。 

（４）企画提案書提出後の再提出及び差替えは原則として認めません。ただし、県から書

類の不足・不備の補完、内容確認のほか、必要に応じて追加資料の提出を依頼する場

合があります。 

（５）提出された書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

（６）企画提案に要する費用は、全て応募者の負担とします。 

 

８ プレゼンテーション審査について 

（１）プレゼンテーション資料 

   内容は以下の項目について記載し、15分以内で説明できる内容としてください。 

  適宜、イラスト、絵、写真などを使用しても構いません。 

   ア 事業所の運営に係る基本方針 

   イ 人員配置及び施設設備 

   ウ 支援業務の実施計画と考え方 

（２）実施方法等 

ア プレゼンテーションでの配分時間の目安は以下のとおり。 

①準備・・・５分 

②説明・・・15分 

③質疑応答・・・10分 



イ 提出期限までに提出した資料（紙ベースもしくはパワーポイント）での説明と

し、プレゼンテーションでの新たな資料の提出や配布は認めない。（プロジェクタ

ー及びスクリーンは県で用意、パソコンを使用する場合は当日持参のこと） 

ウ 提出書類及びプレゼンテーションの内容については非公開とする。 

エ 当日のプレゼンテーションの開始時間等の詳細は別途通知する。 

 

９ 委託事業者の選考及び評価方法 

（１）選考方法 

   審査は、企画提案書、見積金額及びプレゼンテーションの内容について、企画提案

書審査基準（別紙）に基づき、項目ごとに数値化して採点し、評価点数が最も高い事

業者を本業務の委託予定者に選定する。 

なお、応募者が１者のみである場合、審査の結果において審査得点が総得点の６割以

上である場合に本業務の委託予定者として選定する。６割に満たない場合、又は、応募

者がいない場合には、再度公募を実施する。 

（２）選考委員会 

   令和６年３月 26日（火）（予定） 

（３）審査結果の通知 

   審査結果については、全ての参加者に書面で通知するとともに、県ホームページ上

で公表します。 

   なお、審査内容に関する質問や異議は一切受け付けません。 

 

10 契約の締結 

  選考した委託候補者と県が協議の上、仕様書の内容を確定し、契約を締結します。 

なお、仕様書の内容は、委託候補者の提案を基本としますが、本業務に係る法令や国の

ガイドライン等への対応のほか、本事業を効果的・効率的に実施するために変更協議を

求めることがあります。 

また、選考した委託候補者と県との間で仕様書の内容について協議が整わない場合は、

選考結果において総合評価が次に高い応募者と協議を行います。 

 

11 担当及び問い合わせ先 

  〒790-8570 松山市一番町４丁目４番２ 

   愛媛県保健福祉部男女参画・子育て支援課 児童・婦人施設係 

   電 話：089-912-2414 

   ＦＡＸ：089-912-2409 

E-mail：danjokosodate@pref.ehime.lg.jp 
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（別紙）企画提案書審査基準 

 

 

評価項目 評価のポイント 

１ 実施体制 

【30点】 

・本業務を円滑かつ効果的に遂行できる資格や実務経験を有する職員

が確保されているか。 

・本業務の実施に当たって必要な設備を備え、困難を抱える妊産婦等

の支援に効果的な運営方法が示されているか。 

２ 事業運営 

【60点】 

・妊産婦等が抱える課題や背景を理解し、その解決を図るため、具体

的かつ効果が見込まれる取組内容が示されているか。また、地域生

活への移行支援や自立支援の視点が明確に記載されているか。 

・妊産婦等が安心して過ごすことができ、生活満足度の高い居場所づ

くりの工夫が行われているか。 

・支援が必要な妊産婦等に認知され、利用につながるような効果的な

広報活動となっているか。 

・要保護児童対策地域協議会、医療機関、児童相談所等の関係機関と

連携して妊産婦等を支援する姿勢が示されているか。 

・職員の研修会参加など、妊産婦等に対する質の高い支援を提供する

ための有効な取組みが記載されているか。 

・個人情報保護の重要性を理解し、適切な措置が記載されているか。 

３ その他 

【10点】 

・予算の範囲内で、人件費が適切に配分され、その他事業実施のため

の費用が社会通念上適切に確保されているか。 

 


